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 本研究 は, 粒度分布を調整 したセメント系材料を用いることにより, 現状の粉体系高流動 コンク

リー トに必要 とされる多量の粉体量を低減することを目的とした. 研究は高流動 コンクリー トの基

本性状を満足す るためのモルタル部分の降伏値 ・塑性粘度の範囲を調べ, その範囲に入るために必

要な粉体量の下限値 と粒度分布特性の関係を明 らかとした. そ して, 最 も粉体量を低減できる粒度

分布特性を持ったセメ ン ト系材料を用いて高流動 コンク リー トを製造 し性能の評価を行 なったもの

である. その結果, 通常の コンクリー トと同程度の単位セメン ト量で高流動コンクリー トの製造が

可能であることがわか った.
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1. は じめに

 高流動コンクリー トとは高い流動性と材料分離抵

抗性を併せ持つことを特徴としたコンクリートであ

るが, その材料分離抵抗性を付与する方法により粉

体系, 増粘剤系等に大別されている. すなわち粉体

系とはセメント, 高炉スラグ, 石灰石粉等の粉体を

通常600kg/m3以上用いることによりモルタル分の粘

性を高め, 分離抵抗性を付与するものであり, また

増粘剤系はアクリル系やセルロース系に代表される

水溶性高分子材料を添加することでモルタル分の粘

性を高めたものである. しか しこの2つ の方法で分

離抵抗性を高めた場合には次のような問題が考えら

れる. すなわち粉体系においては通常のコンクリー

トに比べ, 多量の粉体を使用していることに起因す

る乾燥収縮量1)および硬化に伴う自己収縮量の増大
2)および水和による発熱量の増大2)の問題がある. 

また, 増粘剤系においても水量および粉体量が比較

的多い他, コストアップ, 他の混和剤との相性3)等

の問題がある. 

 そこで本研究は粉体の性状を改善することにより, 

増粘剤を用いること無く通常のコンクリー トに近い

粉体量(400kg/m 3以下)で, 振動等による締固め作

業が不要な高流動コンクリートを製造することを目

的とした. 

 粉体性状の改善によるコンクリートの流動性向上

の試みは, セメント粒子の球状化4)や, 粒度分布の

改善5), C3A+C4AF量の低減6)等, これまでにも多く

の研究が為されている. しかし, これらはいずれも

降伏値低減の目的で研究されたものであり, 高流動

コンクリー ト用のセメント材料に必要な塑性粘度の

増大を目的としたものではない. 

 本研究は粉体の粒度分布を調整することにより, 

モルタル部分の降伏値の低減と塑性粘度の増大を図

り, 現状の高流動コンクリートの単位粉体量および

単位水量の低減化を検討 したものである. 

2. 研究のフロー

 研究の考え方を図一1に 示す. 研究の目標を単位

粉体量400kg/m3以下で高流動性(ス ランプフロー値

500mm以上), 分離抵抗性(分 離指標値5%以 下: 

3章 参照)お よび間隙通過性(澗 隙通過性試験にお

ける左右の室のコンクリー ト表面高さの差20cm以下
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13章 参照)の 全てを満足する高流動コンクリー ト

が製造可能となるような粉体を見出すこととした0

そして, 高流動コンクリー トを粗骨材とモルタル部

分から成る2相 系のモデルで考え, 上記の性能を満

足するための粗骨材体積濃度(コ ンクリート中に占

める粗骨材の容積割合)と モルタル部の降伏値 ・塑

性粘度の関係について検討を行ない, 所要のモルタ

ルの降伏値 ・塑性粘度範囲を特定した. 次に粉体の

粒度分布状態を表す要因であるブレーン比表面積と

Rosin-Rammler式 におけるn値 を変化させた粉体を

用いて所要のモルタルの降伏値 ・塑性粘度範囲を満

足する粉体量の必要最低限値を求めた. これにより, 

単位セメント量370kg/m3, 単位水量150kg/m3程度で

高流動コンクリートが製造可能となる粉体の粒度分

布特性値範囲が明らかとなった. そして, このよう

な粒度分布範囲に入るセメントを用いて高流動コン

クリートの配合設計を行ない, 練 り混ぜ後の流動性, 

分離抵抗性および間隙通過性について評価を行なっ

た. その結果, 全ての性能を満足することがわかり, 

ここに目的とする増粘剤無しで通常のコンクリー ト

に近い粉体量の高流動コンクリートを製造すること

が可能となったものである. 

3. 高 流動 コ ン ク リー トに お け る 粗 骨 材 体 積 濃

 度 お よ び モ ル タ ルの 降 伏 値0塑 性 粘 度 の範

 囲 の検 討

(1)実 験 概要

 高流動 コンク リー トは, 粗 骨材 とモル タル部分か

らな る2相 系 のモデル と して 取 り扱 う ことが で きる. 

そ こで, 本 章で は増粘剤 量を変 化 させ る ことによ っ

てモルタル の降伏 値 ・塑 性粘度 を6水 準 に調整 し, 

次 に, これ らのモ ルタル と粗骨材 を3水 準 の容積 割

合で混 合 して18種 の コ ンク リー トを製造 し性能

 (流動 性, 分 離抵抗 性お よび間隙通 過性)の 評価 を

行 なった. その結果 を もとに高流動 コ ンク リー トが

成立す るため のモル タルの 降伏 値 ・塑 性粘度 の範 囲

を求め た もので あ る. 

a)使 用材料

 以下 に示 す材料 を用 いた, 表 一1に 普通 ボル トラ

ン ドセメ ン トの化 学分析 値, 図一2に 細 骨材 の粒 度

分布 曲線, 図 一3に 粗骨 材の粒度 分布 曲線を示 す. 

セメ ン ト: 普 通ホルトランドセメント(OPCと 略, フ"レーン比表

 面積3210cm 2/g, 比重: 3. 15, n値: 1. 06)

細骨材: 瑞穂 産砕砂(比 重2. 60, F. M. 2. 92, 実績 率

 66. 2%)

粗骨材: 青梅産 砕石(比 重2064, 最 大寸法20mm, 実

 績 率59. 8%)

高性能減水 剤: β一ナフル ンスルホン酸ホルマリン縮合物 塩(以

 下NSFと 略記す る)

AE剤: アニオ ン系界 面活性剤

増粘 剤: ポ リア ク リル ア ミ ド系 増粘剤 を主成分 と し

 た混 和剤(以 下HFと 略記 す る)

b)実 験 条件

 モル タルの配 合組成 を表-2に 示 す. これは基 準

と した コ ンク リー ト配 合(単 位結合材(セメント冊F)量4

50kg/m3, 単 位水 量205kg/m3お よび細 骨材率60%)

か ら, モル タル部 分 を取 り出 した ときの組成 とな っ

ている. この組成 のモ ルタル に増 粘剤 をセ メ ン ト重

量 に対 して0か ら3. 3%ま での6水 準混和 し, 高 性

能減水剤 は結 合材 重量 に対 して3%, AE剤 はコ ン

ク リー トの空気 量 が4±1%と なる0. 033%添 加 した. 

 これ ら6水 準 の モル タル の降伏値 ・塑性 粘度 を外

円筒回転型 粘度 計で測 定 した結果 を図 一4に 示す0

塑性粘度(図 中 η, 1)お よび降伏値(図 中 τf)と

も増 粘剤の 混和 率(図 中p)の 増加 に伴 い直線 的 に

表-1普 通ボル トランドセメン トの化学分析値(%)

図-1研 究の考え方
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増加 して い る. これ らのモル タル と粗 骨材 を3水 準

の粗 骨材体 積濃度(コ ンク リー ト中に占め る粗 骨材

の容 積割合: Xv)と なるよ うに混合 して コ ンク リ

ー トと した. これ らの コ ンク リー トの配 合条件 を表

-3に 示す. 

c)評 価 試験項 目

(1)流動 性評価 試験

 コ ンク リー トの流 動性 はJISA1101の スラ ンプ試

験 法 に準 じて, そ の コンク リー トの広が りであ るス

ラ ンプフ ロー値 を測定 し, 500mm以 上 を高流 動性を

有 して い ると評 価 した2). 

(2)分離 抵抗性評 価試験=

 2リ ッ トル の容器 に入 れた コ ンク リー トを, 5mm

ふ るい の上 に静 か にあけて5分 間静置 した. 次にふ

るい通 過モ ルタル の重量 を測 定 し, 次式 で定義 され

る分離 指標値(Segregation Index, 以 下SI値 と略

記す る)を 算 出 した7). 

SI値=
ふ るいか ら落下 したモルタル重量

2リットルの コンクリート中 の モルタル重 量
x100(%)

SI値: 分 離 指標値(Segregation Index)

 このSI値 が5%以 下 とな る ものを十 分 な分 離抵

抗性 を有 して いる と評価 した8)0

(3)間隙通過 性評価 試験

 図 一5に 示 す容器 の左 側の上 端部 まで コ ンク リー

トを流 し込 み, ゲー トを 開 いて コ ンク リー トが ゲー

ト前 の鉄 筋 の間をす り抜 け, 容 器の右 側 に流れ込 む

動 きが止 った状態 での容 器右側 と左側 の高 さの差 を

測 定 した. この様 な試験 では鉄筋 間 を通過 す るもの

とゲ ー ト開放 直後 に鉄 筋 間で 閉塞 す る もの の2つ パ

ター ンに コンク リー トは大 別 され るが, 本試 験で は

高低 差が20cm以 下 とな った もの を十分 な間隙通 過性

を有 して い ると評価 した. 

図-2 細骨材の粒度分布曲線

図一3粗 骨材の粒度分布曲線

 表一2モ ルタルの配合組成

表一3 コ ンク リー トの配 合条 件

図-4 モルタルの降伏値 ・塑性粘度

図一5 間隙通過性評価試験方法
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(2)実験結果およびモルタル分の降伏値 ・塑性粘度

 範囲の特定

a)流動性評価試験結果

 スランプフロー値はコンクリートの動きが静止し

た状態での測定値であり, コンクリートの降伏値に

よってほぼ決まる値と考えられる9). また, コンク

リートを2相 系の材料と考えた場合には降伏値は粗

骨材体積濃度とモルタルの降伏値よりほぼ決まる10). 

 そこで図一6に コンクリー トのスランプフロー値

とモルタルの降伏値の関係を粗骨材体積濃度(Xv)

別に示した. この図よりコンクリー トのスランプフ

ロー値はモルタル降伏値の増大に伴って, また粗骨

材体積濃度が大きくなるにつれて小さくなり流動性

が低下していることがわかる. この結果より, 粗骨

材体積濃度の上限が34. 5%ま での範囲ではモルタル

の降伏値は50Pa以下でコンクリー トが高流動性とな

ることがわかった. 

b)分離抵抗性評価試験結果

 図一7に モルタル部分の降伏値と, コンクリート

のSI値 の関係を示す. 各配合ともSI値 はモルタル

降伏値が増大するに従い急激に減少し(図中実線部), 

ある程度以上 τが大きくなると0に 近い値を推移

する(図 中点線部). これはτfの増大に伴い粗骨

材に付着拘束されるモルタルが多くなるためSI値=

が減少するものである. 実際にはSI値 が5%程 度

以下であれば, 粗骨材の沈降等の分離は生じない8)

ことがこれまでの研究で分っているため, 図より粗

骨材体積濃度の下限値24. 5%の 範囲では, モルタル

の降伏値が20Pa以上であれば十分な分離抵抗性を有

することがわかった. 

c)間隙通過性評価試験結果

 間隙通過性は, コンクリー トが鉄筋間を通過する

際の流動時において, モルタル部分が粗骨材を連行

するに十分な連行力を持つことが要求されるもので

あり, 影響を及ぼす因子としては鉄筋間隔, コンク

リート中の粗骨材体積濃度, 粗骨材最大寸法および

モルタルの塑性粘度等が考えられる1D。 本実験で

は鉄筋間隔を, 間隙通過性を評価する試験として幾

っかの研究機関で採用されている値(純 間隔37鳳瓢)
12), 粗骨材最大寸法を一般的な2伽磁とし, その条

件内で粗骨材体積濃度別に間隙通過性について評価

した. 

 モルタル部分の塑性粘度と高低差の関係を図一8

に示す. この試験結果は高低差10cm以下のほぼ鉄筋

部を通過したものと, 30cm以上の鉄筋部で閉塞した

結果の2つ に大別された. 

 すなわち, 粗骨材体積濃度が24. 5%の 条件におい

ては塑性粘度が最も小さい条件で閉塞 した以外はコ

ンクリートのほとんどが鉄筋部を通過 し, 34。5%の

条件においては全ての条件で閉塞した. また, その

中間の29. 5%に おいては塑性粘度7000～9000mPa・s

の範囲でのみ通過し, その前後では通過しなかった. 

したがって, 間隙通過性に必要なモルタル部の塑性

粘度の範囲は, 粗骨材体積濃度によって異なること

が分った. また, 鉄筋純間隔の条件が変化すること

により, 間隙通過に必要な粗骨材体積濃度とモルタ

ルの塑性粘度の関係も変化すると考えられる. 

 しかし, 今回の実験条件である鉄筋純間隔3袖羅の

配筋条件では, モルタルの塑性粘度が6000～12000

mPa・sの範囲内であるならば, 粗骨材体積濃度を29. 5

図 一6コ ンクリートのスランプフロー値 とモルタルの降伏 値 の関 係

図一7モ ルタル部 分 の降伏 値 とコンクリートのSI値 の関係

図一8 モルタル部分の塑性粘度と高低差の関係
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%以 下で調整することにより鉄筋間を通過する条件

を求めることが可能であることがわかった. また, 

鉄筋純間隔37mmの配筋条件は, 比較的厳しい条件で

あり2), 上記の塑性粘度範囲は安全側であることや, 

図-4に 示されたように, 高流動性および分離抵抗

性を満足するための降伏値の適性な範囲(20～50Pa)

にほぼ対応していることより, 本研究の範囲内であ

るが間隙通過性のためのモルタル塑性粘度を6000～

12000mPa・sの範囲とした. 

 以上の検討の結果, 本実験の範囲内である粗骨材

体積濃度が24. 5～34. 5%に おいては, モルタル部分

の降伏値が20～50Paの範囲が高流動性および材料分

離抵抗性を満足するための条件であることがわかっ

た. また, 間隙通過性を満足するためのモルタル部

分の塑性粘度の条件は, 鉄筋純間隔や粗骨材体積濃

度により変化するが, 純間隔37mm以上の条件で, モ

ルタルの塑性粘度が6000～12000mPa・sの範囲である

と考えた.

 なお, 今回の実験においては, モルタル部分の基

本的な構成比(セ メント: 水: 細骨材)を 一定とし

て検討したが, これらの構成比が若干変化しても, 

適切な降伏値および塑性粘度の範囲は, 大きくは変

化しないものと考えられる. しかし, 高性能減水剤

や増粘剤の種類が変化したり, モルタル構成比が大

きく変化した場合には, 降伏値および塑性粘度以外

の性状(付 着特性等)が 変化し, 上記の範囲が変化

する可能性があり, 今後の検討を要するものと考え

られる. 

4. 所 要 の モ ル タ ル部 の 降 伏 値 ・塑 性 粘 度 範 囲

 を満 足 す る た め に 必 要 な 単 位 粉 体 量 の下 限

 値 と粉 体 の 粒 度 分 布 特 性 の 関 係 の 検 討

 本章 では3章 で 求めた 高流動 コンク リー ト成立 の

ため のモル タルの 降伏値 ・塑性 粘度値 範 囲を, 通 常

の コ ンク リー トの単 位粉体 量 と同程度 の400kg/m3以

下 で現 出で き る粒度 分布特 性領域 を探 索 した もの で

あ る. 

(1)探 索 方法

 粉体 の粒度 分布状 態を表 す要 因 と してブ レー ン比

表 面積 とRosin-Rammler式 に よるn値(以 下n値 と

略記す る)の2つ の 因子 を と りあげ た. ここでRosin-

Rammler式 におけ るn値 とは, Ros inとRammlerに よ

って提案 され た次式 で表示 され る粒度分 布 におけ る

定 数nで あ り, この値 が小 さい ほ ど粒 度分布範 囲が

広 くな る もの であ る13). 

 R(Dp)=100・exp(-bDpn)

R(Dp): 積 算ふ るい上質 量(%), Dp: 粒子 径, 

b, n: 定 数

 なお, n値 算 出のだ めの粒度 分布 の測定 は, 粉体

をエ タ ノール に分 散 させ, レーザ ー光 を照 射 し, ブ

ラウ ンホー ファー回折 を利用 した方 法で行 な った. 

 次 に, これ ら2つ の 要 因を変化 させ た粉体 を用い, 

増 粘剤無混 和 の場 合 と混 和 した場合 で表 一4に 示す

単位 粉体量 の各 レベル にお いて, 高流動 コンク リー

ト成 立の ための モル タルの降伏 値 ・塑性粘 度範 囲

(降伏 値20～50Pa, 塑性 粘度6000～12000mPa・s)が

表一4探 索範囲
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達成可能かを試験し, どこまで粉体量を少なくでき

るかを調べた. 表中には探索 した単位水量, 高性能

減水剤(NSF)添加率および増粘剤の混和率範囲を示

す. また, 併せて最も粉体量を少なくできる粒度分

布領域において, 単位水量の下限値も調べた.

(2)実験概要

a)使用材料

 粉体には3章 で用いた普通ボル トランドセメント

(OPC)と石灰石粉(比 重: 2. 70)を 用いた0石 灰石粉

は, ボールミルを用いてブレーン比表面積2200～

10000cm 2/gの範囲に粉砕した. これらの石灰石粉と

OPCを重量比1: 1に混合することにより, 図一9に 示

す, ブレーン比表面積3500～7500cm 2/g, n値0. 7～

1. 1の範囲の51種類の粉体を調整した. 

 増粘剤, 高性能減水剤および細骨材は3章 におけ

るものと同じとした. 

b)実験条件

 モルタルの配合条件は, コンクリー トにおける粗

骨材体積濃度を2800%と したときのモルタル部分

(粉体, 水および細骨材)の 単位量で調整した. す

なわち表一4に 示した各単位粉体量において水量お

よび高性能減水剤の添加量を調整することで3章 で

特定 した降伏値 ・塑 性粘度 範囲が達 成可能 かを調べ

た ものであ るが, この場合, 粗骨材体 積濃度 は28. 0

%で 一定 と したた め水 量 の増 減 に応 じて細骨材 量を

変化 させ た0ま た, 増 粘剤 を用い た条 件で は, さ ら

に増粘剤混 和率 も調整 した. 

 ここで粗 骨材体 積濃 度を28. 0%と した理 由を以下

に示す. 

(1)28. 0%は 本研究 におけ る高流 動性, 分 離抵抗 性お

よび間隙通 過性 の全て の条件 を, モル タル部分 の降

伏 値お よび塑性粘 度を適 切 な範 囲 とす ることで満 足

す る ことが 可能で あ る. 

(2)3章 にお け る29. 5%で は 間隙通 過性 を満足す るた

めの塑性粘度 範 囲が非常 に狭 いため に, 粗骨材体 積

濃度 を29. 5%よ り幾 分小 さい28. 0%と した. 

 モルタル の練混ぜ は, 2リ ッターの ホバ ー トタイ

プ ミキサで2分 間行 な った. その後モ ルタル の降伏

値 および塑性 粘度 を外 円筒回転型 回転粘 度計 によ り

測定 した. 

(3)実験結 果

 表 一4に 示 した配合 条件範 囲 において, 増 粘剤無

混和でモ ル タル の降伏 値 ・塑 性粘度 を測定 し, 降伏

値20～50Pa9塑 性粘度6000～12000mPa・sの 条件 を満

たすため に必要 な最少粉 体量 を求め た結果 を図 一10

に示す. 

 この結果, ブ レー ン比 表面積 が4500cm 2/g以 上 か

っRosin-Rammler式 のn値 が0. 8～0. 9の範 囲で ある

な らば9単 位 粉体量 が370kg/m3で 高流動 コンク リー

トが製造 可能 であ り, 更 に, ブ レー ン比表 面積が

4500～5200cm 2/gの 範 囲 であれ ば, 単位水 量が150～

155kg/m3程 度で 製造 可能 であ ることがわ か った. 

 次 に増粘 剤を 用い た場合 の結果 を図 一11に 示す. 

この結果, ブ レー ン比表 面積 が通常 のセ メ ン トに近

い値であ る3500cm 2/9以 上かっn値 が0. 8～0. 9の範

囲であ るな らば, 単 位粉 体量 が350kg/m3で 高流動 コ

 図一9粉 体 の ブ レーン比 表 面積 お よびn値

(図 中の 黒点 は、OPCの プレーン比表面 積 とn値 を 示す)

図一10増 粘剤無混和の場合の所要最少粉体量とブ

 レーン比表面積およびn値 の関係

水量; 145-155kg1m 3

-7k量; 155-167kg1m 3

図一羽 増粘剤を混和 した場合の所要最少粉体量とブ

 レ-ン比表面積およびn値 の関係

水量; 1SS一16Zkg1m 3

水量; 162-170kg1m 3
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ンク リー トが製造可 能で あ り, 増 粘剤 を用 いない場

合 よ り若干単 位粉体量 を低減 で きる ことが分 った. 

更 に, ブ レー ン比表面 積が3500～5200cm2/gの 範 囲

であ れば, 単位 水量が150～162kg/m3の 範 囲で製造

可 能で あ ることが分 った. しか し, もと もと増粘剤

を使用 した高流動 コンク リー トは単位 粉体 量はそれ

ほ ど多 くはな いため, この様 な粉体 を用 いた ことに

よ る粉体量 低減効 果は幾分 小 さな もの とな った. 

(4)ま とめ

 以上の検討 によ り, 粉体 のブ レー ン比表面積 を

4500～5200cm2/g, Rosin-Rammler式 のn値 が0. 8～

0. 9の範 囲に調 整す る ことで, 従来500kg/m 3以上 の

粉体 を用いて いた粉体 系高流 動 コ ンク リー トに比べ

粉体量 を25%以 上低減 で き, かつ増 粘剤 を用 いるこ

とな く高流動 コ ンク リー トを製 造可能 な粉体 が得 ら

れ る可能 性が あ ることがわか った.

5. コ ン ク リー トに よ る 性 能 評 価

 前章で 求め た単位粉体量 お よび単位水 量 を低減で

き る粒度 分布領 域 に入 る粉 体 を用 いて 高流動 コンク

リー トを製造 し, そ の性能 につ いて評 価を行 な った. 

(1)実 験 概要

a)使 用 材料

 実験 に用 いる粉 体 と して, 普通 ボル トラ ン ドセメ

ン トを用 い, 次 の3つ の グ レー ドに粒度 調整 を行 な

った もの を用 いた. 

No. (1): 単位 粉体量 と単位水 量を最 も少 な くす る こ

とが で きるブ レー ン比表面積 が4500～5200cm 2/g, 

n値 が0. 8～0. 9の範 囲の粉体. 

No. (2): 単位 粉体量 は最低 とす るこ とがで き るが, 

単位水 量 は若干 多 くな るブ レー ン比表 面積 が5200～

6000cm 2/g, n値 が0. 8～0. 9の範 囲で あ る粉 体. 

No. (3)1単 位粉体 量お よび単位水 量を若 干多 くな る

ブ レー ン比表面 積が3500～4500cm 2/g, n値 が0. 8～

009の 範 囲の粉体. 

 粒度分布 の調整 は, ボール ミル によ って粉 砕 した

ブ レー ン比表面積 の異 なるセ メ ン トを混 合す ること

によ り行 な った. また, 比較用 と して 粒度調 整を行

なわな い普 通 ボル トラ ン ドセ メ ン ト(No. (4))を 用

いた. 表 一5に これ らの粉体 のブ レー ン比表 面積お

よびn値 を示す. この他 の材料 と して細骨材, 粗骨

材 お よび高性能 減水剤 に3章 と同 じものを用 いた. 

b)実験条件

 コンクリー トの配合条件を表一5に 併記 した. 各

コンクリー トの粗骨材体積濃度は4章 での設定値で

ある28. 0%と した. なお単位水量と高性能減水剤の

添加率は, 予備的に行なったモルタルによる実験の

結果から, 高流動コンクリートのモルタル部降伏値

および塑性粘度範囲を達成できる最低の値とした. 

 なお, No. (4)においては高性能減水剤添加率およ

び単位水量の調整で上記の範囲を達成することはで

きないため, 比較としてNo. (1)における配合と同じ

とした. 

 なお, 本章における単位水量は4章 における値よ

り若干増 しているが, これは本章で用いた粉体は10

0%普 通ボル トランドセメントであるため, 初期水

和の影響が出たものと考えられる. 

c)評価試験項目

 モルタル部の降伏値 ・塑性粘度を測定するととも

に, コンクリートの性能評価を3章 と同様以下の試

験で行なった. 

(1)流動性評価試験

(2)分離抵抗性評価試験

(3)間隙通過性評価試験

(2)実験結果

 各モルタルの降伏値 ・塑性粘度およびコンクリー

トのスランプフロー値とSI値および間隙通過性試験

における高低差の測定結果を表-6に 示す. 粒度調

表-5粉 体の粒度分布特性およびコンクリー ト配

 合条件

表一6 モルタルの降伏値 ・塑性粘度およびコ

 ンクリー トの性能評価試験結果
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整 を行 な った普通 ボル トラ ン ドセ メ ン トを使用 した

すべ てのモ ルタル は所要 の降 伏値 ・塑性粘 度 を満足

して お り, また コ ンク リー トと した とき も, スラ ン

プ フローは500mm以 上, 分 離指 標値 は5%以 下, 高

低差20cm以 下 であ り, 単位 粉体量 が400kg/m3以 下で

も高流動 コ ンク リー トと しての性 能を満 た した0特

に, ブ レー ン比 表面 積が4500～5200cm2/g, n値 がo. 

8～0. 9の範 囲で あ るNo. (1)の普通 ポル トラ ン ドセ メ

ン トを使 用 した場 合, 単 位粉 体量 が370kg/m3, 単 位

水 量が159kg/m 3で高流動 性, 分離抵 抗性 お よび間隙

通 過性を満 たす コ ンク リー トが得 られた. 

 一 方, 通 常の普 通ボル トラ ン ドセメ ン トで あるNα

(2)を使用 した場 合 には, いず れの性能 も満 たす こ と

はで きなか った. この場合, 流動 性 を高め るため に

高性能 減水剤 の添加 率を上 げ た場 合 には, SI値 が更

に高 くな り, 著 しい分 離を きたす もの と考え られ る. 

6. ま とめ

 通常 のコ ンク リー トに近 い粉体量(400kg/m3以 下)

で高流動 コ ンク リー トを製造 す るこ とを 目的 と し, 

粉体 の粒度 分布 を調整す るこ とによ り, 現 状 の高流

動 コンク リー トの単位粉 体量 お よび単位水 量 を低 減

で き るセ メ ン ト材料 につ いて 検討 を行な った. その

結果, 以下 の こ とが分 った. 

(1)ブ レー ン比表 面積が3500～5200cm2/g, Rosin-

Rammler式 のn値 が0. 8～0. 9の 範囲 に入 るよ うに粒

度調 整を行 な った普通 ボル トラ ン ドセメ ン トを用 い

る ことによ り, 単位 セ メ ン ト量 が370kg/m3, 単位水

量 が159kg/m 3で高流 動性, 材 料分 離抵抗 性 お よび間

隙通過 性の全 てを満足 す る高流動 コンク リー トが製

造で き る. 

(2)高 流 動 コ ンク リー トにお いて, 高流動 性, 分離

抵抗性 および間 隙通 過性 を満足 す るため のモ ルタル

部の降伏値 ・塑性 粘度 の範 囲は, 降伏値 が20～50Pa, 

塑 性粘度 は6000～12000mPa・sで あ る. 

(3)単 位粉体量 お よび単位水 量 が最 も少 ない レベ ル

で(2)の モル タルの 降伏 値 ・塑性 粘度 範 囲を満足す

るこ とが出来 る粉体 のブ レー ン比表面 積お よび

Rosin-Rammler式 のn値 の範 囲 は以下 の通 りで ある. 

(1)増粘剤 を用 いない場 合 にはブ レー ン比表 面積が

4500～5200cm2/g, Rosin-Rammler式 のN値 が0. 8～

0. 9の範 囲で あ った. 

(2)増粘剤 を用 いた場合 には ブ レー ン比 表面積 が3500

～5200cm2/9, Rosin-Rammler式 のn値 が0. 8～0. 9の

範 囲で あ った, 

 また, この場合増 粘剤 を用 い た方が若干 単位粉体

量 は少 な くで き る. 

 本研究 にお いては, 細 骨材, 高性能 減水剤 お よび

増粘剤 をそれ ぞれ1種 類 選んで検 討 したが, セメ ン

トの鉱物組 成, 高性能減 水剤 の主 成分, 混和材 種類

等によ り, モル タルの塑 性粘度 および 降伏値 の関係

が変化す る ことが筆者 らの これ までの研 究で 明か と

な ってい る14). したが って, これ らの効 果を適 切

に利 用 し, 降伏値 を高め る ことな く塑性粘 度を 高め

るこ とがで きれば, 上 記 の必要最低 限の単 位セ メ ン

ト量 および単位 水量 を さ らに低減す る ことが可能 と

考え られ, 今後 さ らに検討 を進め る予定で あ る. 
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 (1994. 11. 29受 付)

A STUDY FOR REDUCING UNIT POWDER CONTENT OF NIGH FLUIDITY CONCRETE 

 BY CONTROLLING POWDER' S PARTICLE SIZE DISTRIBUTION

Hiromi FUJIWARA, Shigeyoshi NAGATAKI, Nobuaki OTSUKI and Hideki ENDO

 This study aims to reduce unit powder content of high fluidity concrete by controlling 

powder' s particle size distribution. In this paper, the ranges of viscosity and yield 
value of mortar to be part of concrete, which satisfy the high fluidity, non-segregating 

property and passability between steel bars, were clarified. And the physical characters 
of powder, which can satisfy the ranges with the minimum unit powder content, were 

clarified. Based on the results, new cementitious powder which can produce high 

fluidity concrete with low unit powder content was presented. 
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